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は じめ に

1992年3月23日 、文部省 は92年9月 か ら毎月の第2土 曜 日を休業 日とす る学校週5日 制 の部

分的導入を決定 した。

本稿は、 この施策の評価 と学校週5日 制をめぐる今後の課題 と対策を明確 にするため、 こ

の学校週5日 制全国一・斉部分導入に至る経過 を明 らかに しようとす るものである。

(一)学 校週5日 制 問題 の提起

(1)1973年 日教組の学校5日 制提起

今 日につなが る学校週5日 制の提唱 は、 日本教職員組合(日 教組)の 運動方針に始まる。

同教組 は、1970年 の運動方針で 「教職員 の労働時間と賃金 のあり方」を決定 した。学校週5

日制 は、「教職員の労働時間短縮」に重点 をおき、「教職員 の勤務時間のゆとりによって、教

育活動での子どもたちのゆ とりを実現す ることにっながる」 という考え方か ら運動方針化 し

たといわれ、1973年4月10日 の第43回 定期大会で次 のよ うに提起された1)。

「『わか らない子」『自主性 ・創造性 に劣 る子』『体力のひ弱い子』等を大量 につ くり出

している今 日の教育現実を全面的に改革す るために、重要課題 の一っ として 「学校5日

制』 の1974年 度実施をめざして要求 し、強力な運動を展開 します。

とくに 「学校5日 制』要求が広範 な父母、国民 の一致 した教育要求 となるよ う努力 し

ます。そのために、能力主義 に基づ く差別、選別のための画一的なっめ こみ教育、 テス

ト主義教育体制、学区制問題 と入試戦争、私学問題、貧困な社会教育、 スポーッ施設の

問題などにっいての批判活動 とその改革、改善のための国民的な教育要求運動をいっそ

う強化す るとともに、子 どもと青年の学習権保障を基本 とす る 『学校5日 制』の構造を

実践的に造 り上げ、明 らかに して父母との話 し合 いを通 してその不安をとりのぞ き、一
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致 した要求運動に発展 させます。 さらに部活動にっいては 『学校5日 制』の問題等 とも

あわせて抜本的な検討 をすすめ、 その弊害の除去にっとめます。」

日教組の学校週5日 制論 は、教員の労働時間短縮 ・週休2日 制要求か ら出発するものでは

あったが、教育論 としては、①子ども ・青年のゆとりの実現、②子どもと青年の学習権保障、

③ 自主性 ・創造性の育成、体力育成等を課題 として掲げ、④広範 な父母、国民 の…致 した教

育要求 に塞つ くことを要件 とするものであった。

その後、 日教組傘下の北海道教職員組合 などは、学校5日 制に応 じたカ リキュラム実践を

含む取 り組みを進めて近年 に至 っている。

(2)自 民党文教部会の反対

73年5月2日 、奥野文相 は、人事院8月 勧告 で国家公務員の週休2日 制実施勧告が予想 さ

れる状況の もとで、「学校5日 制に踏み切る方針で事務当局 に検討を指示 した」と発表 した2)。

しか し同郊8月 、自民党文教部会 は、およそ次の理由で奥野構想 反対の態度を決めたとい

う。

① 「この閤題 は、学校の現場 に、どのようなかたちであれ週休2日 制を導入すること

が教育 上良いか悪いかと言うところか ら検討すべ きだ。教員の週休2日 制実施を前提に

して、『その場合、学校 はどうす るか』 というのは、考え方の順序が違 っている。」

② 「か りに教員の週休2日 制にふみきるとして も、… 「教員5日 、児童6日 制』を と

ることも可能であ り、それらの検討を十分に行 うべきだ。」

③ 「学校5日 制の条件 と して、社会教育、体育施設の充実が必要である。そのための

施策が先行すべ きであるのに学校5日 制だけが先走 りするのは誤 りだ。」3)

(二)臨 教審、教 課審 によ る学校5日 制 の方 向付 け

(璽)86年 臨教審答申

今次の学校5日 制導入に結びつ く政府方針 は臨時教育審議会(84年8月 一87年8月)に 始

まる。

臨教審は、①家庭、地域、学校の三者 における教育の関連 の見直 し、特に学校教育の肥大

化是正 ・学校 の負担の軽減の必要性を前提 として、②教育全体 における知育中心の学校教育

の分野の過大の是正 と③家庭及び地域 の教育力の回復 と活性化 とを論ず ることによって学校

週5日 制導入の教育的意義 を説 いた。 又、学校週5日 制 に伴われ るべき要因と して④家庭及

び地域 の教育力の回復 と活性化 とに資すべ き学校の新 しい役割を論 じた。その中で、86年4

月23日 の臨教審第2次 答申は、次のように述べた。
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第2部 教育の活性化 とその信頼を高めるための改革

第1章 生涯学習体系への移行

第2節 生涯学習のための家庭 ・学校 ・社会の連携

ア 学校教育の役割の限界を明確化 し、家庭や地域 の教育力の回復 と活性化を図る。

イ 学校5日 制への移行などについて検討する。

②学校外の学習の場の整備を強めるなど、家庭や地域の教育力の回復と活性化を図 り、教育 の機

能が全体 として低下 しないよう十分留意 しなが ら、週休2日 制 に向かう社会のす う勢を考慮 しっっ、

子どもの立場を中心 に家庭、学校、地域の役割を改あて整理 し見直す観点か ら、学校の負担の軽減

や学校の週5日 制への移行について検討す る。

しか し臨教審の所論 においては、前記 日教組の学校週5日 制論 にみ られた子 ども ・青年の

ゆとりの実現、その学習権保障の2観 点は、明確ではない。又、週5日 制の もとで学校教育

が子 ども ・青年の成長 ・学習 ・発達に果たす新 しい役割 は直接的 なものと しては明示 されて

お らず、家庭及び地域 に問題 を投 げかけ、その教育力の回復 と活性化 とに資す ることを通 じ

て果たす という間接的役割が期待 されているにとどまっている。

(2)教 課審当初審議

教育課程審議会 は85年9月 、文相か ら 「幼稚園、小学校、中学校及 び高等学校の教育課程

の基準の改善 につ いて」諮問を受け、学校5日 制にっいて も重視 して審議 した。

教課審の審議 の当初、文部省 は92年 新教育課程 の実施 とともに月2回 土曜を休業 日とする

学校5日 制導入の意思 を固めてお り、86年9月 には 「文部省は…5日 制を小学校では67年度、

中学68年 度、高校69年 度か らそれぞれ実施する方針」、「教育課程審議会は3日 総会を開 き、

学校5日 制を隔週土曜休みの形で67年 度か ら導入す る…などの方針を決めた。…隔週土曜休

みの形で導入す る」などと報道 された4)。

(3)総 理府調査 における世論

しか し、総理府が86年7月 下旬実施 した 「学校教育 と週休2日 制 に関す る世論調査」(同

年11月24日 公表)の 結果が明 らかになってゆ くに従 って、上記 の方針は変更 された。

同輝査(全 国20歳 以上65歳 未満の5千 人対象。回収率78.8%、 面接方式)に よ る 「学校5

日制 を め ぐる賛否 」の結 果 は次 の よ うで あ った5)。

「現行どおり6日 制がよい」

「学校5日 制がよい」(下 記A、Bの 合計)

A「毎週土曜日を休みとする

完全学校5日 制がよい」

B「毎週土曜日ではな く月に1、2回 の

土曜日を休みとする一部5日 制がよい」

(数値は百分比。 小:小 学校 中:中 学校

小

63.9

24.8

中

65.3

21.7

高

62.3

22.0

幼

53.9

23.8

14.612.913.918 .1

10.28.88.15.7

高:高 等学校 幼:幼 稚園)
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同調査 によれば、国民の大多数6割 以上(但 し幼稚園では5割 強)は 学校週5日 制 に反対

で、その理 由は、多 い1順に、① 「現在程度の学校休業 日で十分」② 「家庭では十分な教育が

で きない」③ 「学力の低下が心配である」であった。④ 「社会の受け皿が十分 でな い」 ⑤

「週休2日 制実施が不充分」⑥ 「塾、予備校、けいこ事 に行 くのが多 くな る」 も順位 は高 く

ないがそれなりに現状の6日 制賛成の理由 となってお り、⑦ 「子供が学校に行 った方が手が

かか らない」 は、子 どもが幼 い場合 には大 きな理由となっていた。

他方、学校5日 制支持 は、部分導入賛成 を含めても5分 の1か らせいぜい4分 の1弱 であっ

た。5日 制賛成の理 由は、多 い順 に、① 「子供の自由時間が増える」② 「親 と子の触れ合 う

時間が増 える」③ 「子 どもが自然 に触れる機会が増え る」④ 「地域での子供同士の触れ合い

が増える」であり、⑤ 「公民館、図書館等 の社会教育施設が充実 してきたか ら」というのは、

さほど多 くはなか った。

但 し、学校6日 制 ・学校5日 制 の賛否 には、学歴、職業、勤務状況、居住地域、性別等に

よって相当の階層差があった。

又、お しなべて、「子 どもの 自由時間は少 ない」、「授業時間数は現在程度必要」及 び「学校

の教育内容の程度は現在程度がよい」 とするものが多数意見であった。

(4)自 民党文教関係幹部の総理府調査結果への対応

総理府世論調査の結果、 自民党文教関係幹部 は、旧来の学校5日 制反対の立場を再 び明確

に した6)。 「子 どもたちに土曜 日をどう過 ごさせ るかの対応がで きていない限 り、(学 校5日

制には)賛 成で きない」(塩 川正十郎文相、86年9月23日 、 自民党全国研修会 で)、 「労働者

的発想か らの5日 制 な ら、 さびしい議論 と思 う」(同 文相、同月24日 、教育専 門紙 の合 同イ

ンタビューで)、 「子 どもが塾 に行けば意味がない」「家庭が しっか りしなけれ ば逆効果だ」

「党 の考え方 は、新 しい ものではな く、終始一貫 している。(わ れわれの)ブ レーキがきいた

のだ」(以 上、同月24日 、 自民党本部での文教部会 ・文教制度調査会合同正副会長会議 での

幹部の意見)な どと言 うものであった。

(5)教 課審の86年 中間まとめと87年 答申

教課審 は同86年10月20発 表の中間 まとめ「教育課程の基準の改善 に関す る基本方向 にっ い

て」において、子どもの教育 という観点か ら見た学校週5日 制の積極的意義 として次 の4っ

を指摘 した。①学校教育や子 どもの生活の社会情勢、特に週休2日 制を含む国民生活 との調

和、②子 どもの生活のゆ とりの醸成、③家庭 における親子の触れ合い、④地域における種々

の活動 による望ま しい人間関係の形成。

又、逆 に、5日 制の教育上の問題点 として⑤学力水準の低下⑥塾通 いの増長⑦非行の増加

を挙げている。なお、関連 して、⑧学校休業 日における子どもの生活上の配慮が国民の理解
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を得 る上で必要 なこと、⑨上記①の うちで もとりわけ教員の労働時間短縮への対応 に言及 し

た。

しか し、学校5日 制実施 の時期 ・形態 にっいて は、上記総理府調査結果 を考慮 して、 「こ

の問題にっいては…引 き続 き十分な検討を加えて最終的な結論 を得 ることとす る。」 と述べ

た7)。

結局、教課審 は、87年12月24日 の答申において、学校5日 制 に関 して次のよ うに述べた。

①「学校週5日 制の問題 は、(週 休2日 制 の普及 ・拡大を一っの特徴 とする)社 会情勢の変

化 との関連 を考慮 しっっ検討すべ き課題であ(り)、 …学校週5日 制の問題 は… これを漸進的

に導入す る方向で検討す るのが適当である。」

②「学校週5日 制の導入については、学校内外 における幼児児童生徒 の生 活 にかかわ る条

件整備 を考慮 しなが ら、国民の理解を得 ることに も配慮 しっっ、結論を出すのが適当である」。

③「学校週5日 制をいっか らどのような形態で導入するかにつ いては実験校 を設 けるな ど

して調査研究を進 め、その結果を勘案 しなが ら結論を出すのが適当である。」

又、同答申は、学校週5日 制導入の時期 ・形態の検討に際 しての留意点 として、①教育水

準 の維持、②児童生徒の学習負担、③家庭や地域社会における幼児児童生徒の生活環境や生

活行動 についての対応、④年間授業 日数及び年間授業時数の取 り扱 いの4っ を挙げた。

(三)文 部省指定校実験と学校5日 制に関する社会状況

(1)指 定校調査研究開始と協力者会議の発足

文部省 は、先ず、88年2月5日 、「青少年の学校外活動 に関する調査研究協力者会議」(座

長 ・坂本昇一千葉大学教授)を 発足 させた8)。

同省は続 いて同年7月25日 、局長 クラスによる「教員の週休2日 制 ・学校週5日 制に関する

省内連絡会議」を設置 ・開始す る9)と ともに、学校週5日 制実験校研究への準備を進 めた1°)。

同省は、翌89年8月29日 、「社会の変化に対応 した新 しい学校運営等 に関す る調査研究協

力者会議」(主 査 ・幸田三郎恵泉女学園大副学長)を 発足 させた11)。

同年12月 、文部省 は 「社会の変化に対応 した新 しい学校運営等 に関する調査研究協力校実

施要項」12)を決め、指定校に通知 した。調査研究協力校 には、群馬、東京、 富 山、 岐阜 、静

岡、愛知、岡山、山口、沖縄 の九都県で計68校(幼 稚園17校 、小学校19校 、中学校17校 、高

校9校 、特殊教育諸学校6校)の 公立学校 と10校 の国立学校が指定 された。公立校の内訳 は都

市部42校 、農山漁村部26校 であった。土曜休みの試行状況は90年10月 現在で、4週 のうち1

回を休みとしているのが49校 、 同2回 が18校 で、残 りは1学 期 に1回 だった13)。
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(2)公 務員の労働時間短縮 ・週休2日 制実施政策の推進

国家公務員の週休2日 制にっいては、73年2月 に閣議決定された 「経済対策基本計画」は、

官公庁にっいて も民間部門の週休2日 制の普及状況を考慮 しつっ2～3年 内の導入 に努 ある

旨、定めた。又、同年8月9日 、人事院 はその勧告で初めて 「職員の週休2日 制について も

採用を考え るべ き段階に達 した…。本院 としては…関係機関 との連携をとりつつ、 その具体

化 に努ある」 と した14)。

86年4月7日 、「国際協調のための経済構造調整研究会」(中 曽根首相 の私的諮問機関、座

長 ・故 日銀総裁前川春雄)は 「前川 レポー ト」 と言われる報告書 を提出 し、その労働時間短

縮、週休2日 制にっいて 「1.内 需拡大(2)消 費生活の充実」の項で次 のように述べた15)。

「労働時間については、公務 ・金融等の部門における速やかな実施を図 りっっ、 欧米

先進国並 の年間総労働時間の実現 と週休2口 制の早期完全実施を図る」。

前川 レポー トは、87年5月 、経済審議会経済構造調整特別部会(部 会長前川春雄)の 報告

書 「構造調整 の指針」(新 前川 レポー ト)と して具体化 され、その 「構造調整」 の具体策や

行動指針 は、竹下内閣 において、88年5月28日 、「世界 とともに生 きる日本 一経済運営5力

年計画」(期 間1988年 度 一92年 度)と して閣議決定 された。

この経済運営5力 年計画 は、世界経済 との協調の必要性か ら生産 ・輸出優先型の経済構造

を内需主導型 の経済構造へ と転換するとともに、国民 に日本経済の豊かさを実感 させようと

い う政策 の一環 として労働時間短縮 と週休2日 制実現、学校週5日 制を位置づけるものであっ

たユ6)。これを政府主導で官公庁か ら実施 しなければな らないところに日本の経済界 ・労働界

の成 り立 ちの特徴があった。

この経済計画は、労働時間短縮 ・週休2日 制、学校週5日 制 に関 して次のように述べた。

① 「労働時間短縮の推進に当たって は、完全週休2日 制の普及 を基本(に 進 める)」

② 「特に、公務員 にっ いて は、完全週休2日 制への社会的機運を高めることに資するも

ので もあ り、昭和63年 度中に土曜閉庁方式を国の行政機関に導入 し、…地方公共団体に

も導入で きるようにするとともに、…国民の合意を形成 し、完全週休2日 制 を実現す る

よ う努める。」③ 「学校 の週5日 制につ いては、国民 の理解のもとに、 で きるだけ早期

に実現するよう努 める。」④ 「おおむね計画期間中に週40時 間労働制 の実現 を期 し、年

間総労働時間を計画期間中に、1800時 間程度 に向け、できる限 り短縮す る。」

なお、以上のような政策の中で、週休2日 制は余暇関連の個人消費の伸 びを通 じて5兆 円

とも8兆 円とも試算 され る内需拡大が重視 されていることに特 に留意 してお きたい17)。

このような政策の位置づけの下 に、民間及び官公庁における週休2日 制 に関する具体的施

策 は次のように実施 された'8)。

81年3月 国家公務員、4週5休 に
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83年8月

86年8月

87年9月

88年4月

89年1月

2月

90年4月

92年5月

全国の銀行で月1回 、土曜休みに

銀行の土曜休みが月2回 に

労働基準法改正(88年4月 試行)週 労働時間40時 間に。

但 し、暫定措置によ り完全実施年月 は不確定

国家公務員4週6休 に。 自治体 も相ついで実施

国の機関が隔週土曜閉庁

銀行、郵便局 は土曜 日完全休業 に

国の機関が完全週休2日 試行

国の機関が完全週休2日 。6、7月 、地方 自治体 もこれに続 く

その結果、人事院によるならば、民間労働者の週休2日 制及び週労働時間 は91年4月 現在

で表1の ように、政府職員の週40時 間勤務制 は同年7月 現在で表IIの ように普及 した'9)。

表1民 間における週休2日 制の実施状況及び週所定労働時間

(91年8月7日 人事院勧告資料。同院4月 調査。企業規模100人 以 上かっ事業所規模50人 以上の全国約4万 の民間事業所を対象とする。)

その1週 休2日 制の普及状況

区 分 実施事業所割合 適用従業員割合

週 休2日 制

計

%%

93.4(86.9)

%%

96.4(92.4)

完 全 36.8(29.5) 54.5(46.6)

月3回 11.3(9.5) 9.1(8.9)

隔週又は月2回 28.7(29.7) 19.1(22.1)

月1回 7.2(10,6) 4。8(6.9)

そ の 他 9.4(7.6) 8.6(7.9)

完全週休2日 制

相 当
40.1(31.7) 58.4(49.6)

(注)1.「 実施事業所割合」は、全事業所を100と した ものである。

2.「 適用従業員割合」は、全従業員を100と したものである。

3.「 完全週休2日 制相当」には、「完全」及び 「その他」の うちの年

間休日日数からみて 「完全」に相当するものが含まれている。
4.()内 は、平成2年 の調査結果である。(以 下同 じ。)

そ の2平 均週所 定労働 時間

区 分 事 業 所 集 計 従 業 員 集 計

全 事 業 所
時間 分

4030

(4107)

時 間 分

3951

(4012)

完全週休2日 制

実 施 事 業 所

3845

(3838)

3849

(3843)

しか し、労働省が92年5月1日 発表 した毎月勤労統計調査速報によると、91年 度の勤労者

1人 あたり(従 業員30人 以上の事業所)の 年間総実労働時間は2006時 間で92年 度中の1800時

間達成 は不可能 となった。又、 ドイッ1598時 間、 フラ ンス1683時 間、米 国1948時 間、 英国

1953時 間(い ずれ も90年、製造業労働者)と の差は依然大 きい2°)。
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表H週40時 間勤務制試行実施状況

(91年8月7日 人事院勧告資料)

全 職 員

試 行 対 象 職 員

計
実 施 状 況

終 了 実 施 中 未 実 施

人

503,812

〔100.0%〕

人

216,347

〔42。9%〕

人

124,286

〔24.6%〕

人

38,747

〔7.7%〕

人

53,314

〔10,6%〕

(注)1,全 職員の人数は、平成3年4月1日 現在の ものであ り、在外公館

に勤務する職員等は含まれていない。

2,試 行終了及び試行実施中の人数は、平成3年7月15日 現 在の もの

である。

3.〔 〕内は、全職員を100と した割合である。

(3)学 校5日 制に関する教職員団体の動向

学校5日 制への志向は、 自民党 ・文部省 による今次5日 制導入決定以前 に大方 の教職員組

合の ものとなってお り、校長の全国団体 も含あて教職員間では学校週5日 制実施 は時間の問

題 と考え られる傾向になっていたと思われる。

諸団体の学校5日 制実施 にっ いての課題 ・問題点認識 も含 めてその概況 を示すと、次のよ

うであった。

(i)日 本教職員組合

日本教職員組合は、90年6月 の大会で旧来の 「対決路線」 を変更、「参加 ・提言 ・改革」

を基調に したが、その具体化を図る運動方針では、同年以降、学校5日 制 の実現を運動の最

重点課題の筆頭 に置いてきた21)。91年5月 、 日教組執行部 は、 「学校5日 制」 実現 に向 けて

各県で教育委員会、校長、PTA、 労組などを含めた 「学校5日 制推進委員会」 を組織する

こと、「『全国学校5日 制推進交流集会」を文部省の(5日 制)試 行関係者 を含あた各県代表

者の参加で行 う」 ことなど、初 めて行政当局 とのオープンな協議の場を持っ ことを含 む運動

方針案を出 し、7月 の定期大会に提案 した22)。この方針 は、傘下 の静 岡県教組 が 「学校5日

制」実現 に向けて文部省指定の5日 制実験校 と交流 し5日 制カ リキュラム案を作成す る23)な

どとして具体化 された。

同年9月28日 、 日教組副委員長 らは、「来年(92年)4月 の新学期か ら、隔週土曜 日を休

校 とす る」とい う運動方針 を明 らかにし24)、翌月3日 の日教組中央委員会 はこれを確認 した25)。

父母 ・一般国民 の意見では 「学校5日 制」実施 に対 して反対ない し不安の方が賛成 よりもむ

しろ多数の状況(後 述)下 で 自民党 ・文部省よりも先行す る学校5日 制導入の主張であった。

(iD全 日本教職員組合

日教組か ら分裂 した全 日本教職員組合協議会(略 称「全教」。89年11月18日 結成)は 、90年7

月13日 の第2回 定期大会で 「反臨教審路線」「新学習指導要領白紙撤回」など、政府 との対決
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姿勢を明確に したスローガンを掲 げ、その運動方針 の3大 重点課題の一っ として 「学校5日

制早期実現などによる教育環境整備」をあげた26)。

翌91年7月12日 、全教 は文部省の学校5日 制実験校68の 内、同組合員がいる10校 の組合員

など18人 を同本部 に集め、「学校5日 制実験校交流 ・対策会議」を開いた。 閉会 に当 た り、

山口光昭書記長 は同会議 のまとめとして次のような全教 の学校5日 制運動方針 を説明 した27)。

「▽すべての子供 に十分な学力を身につけさせ豊かな発達を保障す るたあの5日 制実

現を図 る。▽学校、父母、地域、国民の合意形成を進める。▽全教 に 『学校5日 制問題

検討委員会』を設 け、要求集約 と調査研究を急 ぎ、9月 には方針を打ち出す%)。」

(iii)全 日本教職員連名

91年6月16日 、全 日本教職員連盟(山 本豊委員長)は その第8回 定期大会で 「学校週5日 制」

の実現へ向け運動 してい くことを決 めた29)。

(iv)公 立学校諸校長会

公立小学校校長の学校5日 制に対す る見解 は、「全国の校長を対象 に した初 あて の調査結

果…(に よれば)… 条件が整えば賛成が83.6%、 全面的に賛成が12.2%(反 対2%、 その他

2.2%)… 。避けて通れない問題 と考えていることは、 はっきりして い(る)」 などで あ った

(89年1月30日 、全国連合小学校長会調査部長石川保徳氏 ・談)3°)。

全 日本中学校長会総務部長井上輝夫氏 は、89年1月23日 、学校5日 制にっいて、①人事院

の 「92年度までに公務員の完全週休2日 制実現」の提言 により学校週5日 制 と教員勤務の問

題が切 り離せな くなった、②5日 制への移行 について校長会内部は 「とにかく移行 してみて、

社会教育や家庭教育の充実を待っ」 という意見 と 「ある程度社会教育や家庭教育の充実を待 っ

てか ら移行す る」 とす る意見 に分かれてお り後者の方が多い、等 と述べた31)。

その後、同校長会が47都 道府県か ら各9中 学校(計423校)校 長を選ん で実施 し91年5月

28日 迄にまとめたア ンケー ト調査(回 答400人)は 、①学校5日 制実施時期:「平成5年 開始」

51.8%、 「教員 の四週六休制の完全実施を優先 し、で きるだけ先へ延 ばす」20.3%。 ②実施

の程度:「4週 にっ き2週 を5日 制 に」51.8%、 「完全5日 制」40.5%等 であ った32)。

89年2月6日 、全国高等学校長協会会長中沢浩一氏は、学校5日 制 にっいて読売新聞紙上

で要点次のように述べた鋤。

①学校5日 制移行 は 「学校 としても避け られない。高校で も将来、実施 された時にどう対

処す るか、予測 される問題点を早急に検討すべ き(だ)」、②総授業時間数 を確保 す ることな

どが、大 きな問題 となるであろう。大方の意向 に従 うならば 「5日 制 に移 った ら月曜か ら金

曜までの中に7時 間の日を4日 作 らなければならない。」③ 「学習指導要領 の総則案(の)標

準授業数など…を見なが ら、来年(90年)度 か ら本格的に取 り組む ことになるであろ う。」

全国普通科高等学校長会教育制度研究委員会 は91年7月 、各都道府県6校 の普通科高校計

282校 の校長を対象 とする調査完全5日 制を前提 とした調査を行 なった。256校 が回答。学校
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5日 制実施 自体 にっ いての賛否 は問 わな か ったが、 自由記述欄 には9割 近 くが記述 してお り、

それを分類 す ると、学 校5日 制 につ いて、(1)賛 意 を示 し、促進 を促 す傾 向42.3%、(2)理 解 を

示 すが推進 まで には至 らな い傾 向24.0%、(3)賛 否 を表 明せ ず、条件 の み を記 入 して い るな ど

41.8%で あ り、 大半 が前 向 きの態度 で あ るこ とが伺 われ た とい う訓)。

(4)学 校5日 制に対する世論の反対 ・不安

(i)日 本PTA全 国協議会の反対論

日本PTA全 国協議会(日P)専 務理事高橋元彰氏が89年2月27日 、読売新聞記者 とのイ

ンタビューにおいて示 した見解35)は、その時点 での学校週5日 制に対す る日Pの 見解を まと

めたものと思われる。要点 は次のようである。

① 日Pと して週5日 制には基本的には反対だ。父母の抵抗 は強いと思 う。②週休2日 制は

十分普及 していない。今のところ、週休2日 を とってい るの は大企業 と官庁が中心 だ。③

「受け皿」の問題だが、社会的施設 は外国に比べて劣 っている。 だか ら、 父母 は子供 をお金

のかかる稽古 ごとの塾 に通わせて しまうだろう。 ボランティア活動 に して もスポーッにして

も、場所 もなければ リーダーもいない。 また地域社会が子供の面倒を見 るという時代で もな

い。休みで も学校を開放 していけばいいだろうが、先生 は出て こない、門は閉めているとい

うことにな りそうだ。④土曜が休み となれば、ゆとりの時間 どころか、 クラブ活動 まで削 ら

れよう。 これが子供たちにとってよいことなのか。⑤建前はともか く、現実の学歴社会では、

休みがふえれば塾通いがふえるのは目に見えている。週5日 制 も、偏差値教育を助長す る結

果になると思 う。⑥現実には、いずれは5日 制を導入する方向にある。 これに対 しては、親

は意識 を変えなければならない。学歴社会を是 とする態度を改めなければいけない。親を家

庭に戻す社会環境を作 り、親子がふれ合 うことのできる場所をどんどん開放 してい くことも

必要だ。⑦学校のカ リキュラムも多様な教科外の学習 に応 じられるように選択科目をふや し

たらどうか。⑧学校週5日 制のね らいはいいが、 とても実施で きないだろう。 「大 げさに言

えば百年早 い。」

(ii)世 論調査等にみられる反対 ・不安

学校週5日 制導入 に反対 し又 は時期尚早 と考え、あるいはその導入に不安を もっ傾向 は、

文部省が92年9月 か らの月1回 土曜休みを決定する前後を通 じて世論の多数 を占め、 又 はそ

れに近か った36)。次には最近の2例 のみを示す。

①読売新聞社92年2月 全国世論調査3ア)

対象者=全 国の有権者3000人。回収率71%

子供たちが土曜 日休みになることに不安や心配を、「大いに」 と 「多少は」 を合 わせて、

感 じる入が57%。 「あまり」 と 「全 く」を合わせて、感 じない人41%。 不安 を感 じる人 は就

学前 の子供か ら高校生のいる層で多 く、いずれも全体平均を上回る60%以 上。特に小学校低
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学年の子供を抱える層で64%、 就学前の子供 で62%と 多かった。

◆不安 や心配を感 じる面(複 数回答、多 い順):① 「塾などに通 う子供が もっと増 え る」

56%② 「学校教育に逆 にゆとりがな くなる」37%③ ④ 「子供が非行 に走 りやす くなる」 と

「子供が休 日を過 ごす施設や場所がない」 ともに35%⑤ 「子供の生活 の規律や リズムが乱れ

る」32%⑥ 「子供の世話をす る人がいない」30%。

◆完全な 「学校5日 制」 にっ いては、「反対」が56%で 「賛成」33%。 反対 は大都市 よ り

も町村部、男性 よりも女性 に多 い。職業別で は自営業の62%が 反対。

② 日本世論調査会1992年3月 調査銘)

約9千 万 の有権者対象 二段無作為抽出調査 抽出標本3000、 回答1923(64.1%)

◆完全週5日 制の実施:反 対49%、 賛成46%。

完全週5日 制の賛成理由(複 数回答。多 い順 に)① 週休2日 制は社会の流れ:44%② 子供に

ゆとりがで きる:40%③ 家族 と過 ごせ る時間が増える:39%

◆完全週5日 制反対理由①共働 きや 自営業の家庭 などでは子どもの面倒を見 られない:34

%② 社会の週休2日 制がまだ普及 していない:28%③ 学習塾通いが増える:27%④ 非行が増

える:21%⑤ アルバイ トが増え好 ましくない:4%。

◆9月 か らの月1回 土曜休み:全 体で賛成49%、 反対44%。 男性賛成:53%、 女性賛成45

%

(四)92年9月 学校5日 制 の部分導入

(1)自 民党 「学校5日 制に関する小委員会」の関与

91年8月6日 、 自民党文教部会と文教制度調査会は、「学校5日 制 に関する小委員会」(北

川正恭委員長)の 初会合を開 き39)、以後6回 の関係者か らの ヒア リングを含む7回 の会議 を

行 った。9月25日 迄のPTA、 私学代表者、公立学校長、大学教授等か らの意見聴取では慎

重論があった ものの、学校5日 制導入 に賛成す る意見が主流を占あた。 そのため同小委は、

92年 度か ら全国の学校で とりあえず 「月1回 の土曜休校」を実施す る形で5日 制 を導入する

ことに した40)。

同小委員会は、10月9日 、次のような内容 を含む提言 「学校週5日 制 にっ いて(審 議状況

のまとめ)」 を発表 しだD。

① 「現在の子 どもたちの生活実態は、…ゆとりがな く、生活体験や社会体験が不足 してお

り、…幅広い異年齢集団での活動が少な く、人間関係や社会性、 た くま しい体力や奉仕の精

神、基本的生活習慣が十分身 にっいていない状況がみ られる。更 に、受験競争の過熱 による

過度 の塾通いが…種々の悪影響を及ぼ している」。「これ らの状況 は、…学校教育 に過度に依
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存 し、学校、家庭及 び地域社会 の教育力のバ ランスが くずれたことも大 きな要因 と考え られ

る。…三者の教育力の適正 なバ ランスを図る必要がある」。

② 「学校週5日 制を導入す るということは、『家庭 ・地域2日 制』 にす るとい うことであ

(る)」 「学校週5日 制は、子 どもが自由な時間を使 って、ゆとりと生 きがいのあ る生活 を実

現できる可能性 を増大させるどともに、地域の自然 と触れ合 うなど様々な生活体験や社会体

験の機会を与え(る)」 「社会一般が週休2日 制 に向かう中で、学校週5日 制 の導入 は教員 に

有能な人材 を確保す ることにもっながる…」。

③ 「国民 のコンセ ンサスの形成 を図 りつつ、段階的に学校週5日 制を導入 してい くことが

適当である」「幼稚園、小、中、高校及 び特殊教育諸学校において、まず第1段 階 として平

成4年 度中に月1回 の土曜 日を休業 日とする学校週5日 制を実施 し、その過程で出された問

題点を解決 しなが ら、次の段階へ進むことを検討すべ きである」

この提言 は、文部省幹部の参加 ・協議 を経て作成されたものであ り、 この協議によって92

年9月 か らの幼稚園、小 中高校等での学校5日 制が 「月一回」 の形で段階的にスター トする

ことが事実上決 まったと言われ る42)。

(2)自 民党 ・文部省の学校週5日 制92年 部分導入決定の要因

(i)公 務員週休2日 制の進展

自民党小委員会及び文部省幹部 に学校週5日 制導入決定を急がせたのは、92年 度中に公務

員の完全週休2日 制実施を しようとす る政府全体の動 きであったとみ られる。

前年90年12月5日 、塩崎潤総務庁長官の私的諮問機関 「国家公務員 の週休2日 制の推進に

関す る懇談会」(座 長 ・辻村江太郎 日本労働研究機構会 長)は 、 その報告書 で 「学校週5日

制」 を 「重要な課題」 として検討するよう求めることとした。91年7月4日 、臨時行政改革

推進審議会(第3次 行革審、鈴木永二会長)は 、「年間総労働時間を1800時 間程度 に短縮 す

るという目標達成へ向けての取 り組みを強化する。その一環 として、公務員 の完全週休2日

制を早期に実行す る。 また、学校の週5日 制に向けた検討を急 ぐ。」 と海部首相に答申 した。

同年8月7日 、人事院 は、国立大学付属病院勤務者 と教員 にっいて は 「できる限 り速やかに

対応す ることが望 まれる」 と弾力的運用の余地 を残 しなが らも、92年 度中の早い時期 に公務

員の完全週休2日 制 を実施をすることを勧告 した。 これは実質的には地方公務員 の完全週休

2日 制実施勧告の意味 も含んでいた。

一般公務員 の完全週休2日 制 は、事実、翌年92年3月27日 、国家公務 員の完全週休2日 制

(週40時 間労働)の ための諸法律が成立43)、5月 、国の行政機関でのその実施、6月 以降、地

方 自治体の一般公務員 について条例制定 ・実施 と進行 して行 った。

教員 にっ いて は、88年4月 か らの公務員の4週6休 制本格実施 の際の塩川文相 の 「教員の

場合、夏休み中の集中まとめどり方式」 を進めるとの方針が遂行 されて きた。 しか し、 「ま
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とめどり」 は勿論週休2日 制ではな く、又、月1回 の土曜 日学校休業を導入 しなければ教員

のまとめ取 りによる変形週40時 間労働 の実施 さえ困難なところにまで きていた翰。

朝 日新聞小西淳一 ・横井正彦両記者 の解説によれば、 自民党小委員会の審議 は、実は文部

省幹部が学校週5日 制 の審議が簡単には進 まないことを見越 し、自民党文教部会の若手議員

らに小委員会発足を働 きかけて、「来年(92年)度 中の実施』 という結論 を党側か ら先取 り

決定 して もらったのだとい う45)。その背景には、学校5日 制の条件未整備 と5日 制 に対す る

多数世論の反対 ・不安 にもかかわ らず、上記 のよ うに教員の完全週休2日 制実施 ・少 なくと

も92年度 中のその部分的導入が文部省 にとって火急の課題 になっていた ことがあると考え ら

れる。

文部省 は、91年8月6日 の自民党学校5日 制小委員会 の初会合で同年4月 、同省が学校週

5日 制調査研究協力校の保護者を対象に行なったアンケー ト調査結果を保護者が学校週5日

制導入 に大 きく傾 いたかのように一面的に強調 して提出 した46)。ここにも文部省 が始 めか ら

92年 度学校5日 制導入の方針で 自民党小委員会に働 きかけたことが表われていると見 られる。

(ii)「 家庭 ・地域2日 制」論 と 「受け皿」論

自民党小委員会で最 も問題 とされたことは、教育論か ら言 ってそ もそもなぜ5日 制をや ら

な くてはいけないのか ということと、地域や家庭 に土曜 日を休校にするための準備が整 って

いないことだったと言 う。 この点に関 して読売新聞木村恭子記者は次 のように解説 している。

「(小委員会の提言 は、前者 に対 して、)あ くまでも、 土、 日曜 日を家庭や地域で暮 らす

「家庭 ・地域2日 制』であることを強調 した。 この意義付 けの根拠が、「学校、家庭、地域三

者 の教育バ ランスを図 る』 ことである点は、先の臨教審答申 と類似 している。 しか し、 『教

員 の有能な人材確保』 にもっながることを挙 げた ことは、労働条件 と雇用面 にも触れ、週休

2日 制 とのバ ランスを取 った ものと見 られ る」。後者にっいては、「地域団体 などの協力を求

めるとともに、ボ ランティアの人材データバ ンクの育成 を提案、地域の退職者などの参加を

促 した。」47)

(iii)日 本PTA全 国協議会の方針転換

学校週5日 制導入 に従来否定的であった 日Pが この時期 に下記のように上記 の二っの問題

にぴ ったり応える形で学校5日 制推進に方針転換 したことは、文部省 ・自民党が学校5日 制

部分導入 に踏み切 る大 きな要因 となった。 日Pは91年8月22日 か ら高知県で開 いたその全国

研究大会で、執行部提言 として学校5日 制導入積極論を全組織 に訴 え娼)、「教育状 況の基本

的理解」49)の部分で次のように述べた。

① 「学校週5日 制は、…生涯学習社会 を実現するために、避 けて通れない前向きの課題で

あ(る)」、② 「学校週5日 制 は、学校の外での子 どもたちの生活活動が有 す る教育 的意義 を

重視す ることである。即 ち、子 ど もたちのことをすべて学校 に依存す る体質を改め、知識習

得に片寄 った教育を是正 し、多 くの自然 と多 くの人 に囲まれたゆとりのある教育環境の中で、
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子 どもたちを伸びのびと育成す ることである。」

(3)協 力者会議中間まとめ ・学校週5日 制部分導入実施通知等

(i)協 力者会議審議 の中間まとめ

文部省 は91年12月19日 、「社会の変化に対応 した学校運営等に関す る調査研究協力者会議」

(主査 ・幸 田三郎共立女子大学長)の 審議の中間まとめ 「社会の変化に対応 した新 しい学校

運営等の在 り方 にっいて」 を公表 した駒)。その要点 は次の とお りである(下 線部 は原文 のま

ま。)

1社 会の変化 と学校週5日 制

② 今後の学校教育 において は、 自ら学ぶ意欲 と主体 的に考 え判断 し行動で きる
A

能力の伸長 を基礎的 ・基本的な内容の中核をなす ものとしてとらえ、子 どもが自らの

力によってそれ らを獲得 し自己実現 に役立つ もの として身 に付けるよう指導すること

が大切 である。 このように して身に付 いた資質や能力 は、家庭や地域社会における生

活 にお いて生 か され る ことによ って深 め られ、根 づ くことにな る もの と考 え る。

家庭や地域社会 において も、子供が主体的に使 うことができる時間を確保 し、ゆと

りのある生活の中で自分のよさを発揮 して豊かな自己実現を図るよ うにする必要があ

る。 また、 論理的思考力、想像力、直観力などの創造性の基礎 となる能力を働 かせ一B

るとともに、豊かな感性や社会性 などが育っようにす ることが大切である。 これは、

学校教育の基盤 ともなる。そのためには、家庭 や地域社会において遊び、 自然体験、

社会体験、生活体験 などの機会 と場 を増やす必要がある。

2学 校週5日 制 につ いて基本的な考え方

(1)各 学校 においては、新学習指導要領が 目指す教育を進める観点 に立 って、教育

課程 を編成、実施す る必要がある。 このような教育を進めるに当たっては、子 どもの

学習負担 を増大 させないように配慮 しなが ら教育水準を確保するよう努めなければな

らない。

教育 水準 を考 え るに当 た って は、 学 力 につ いて は、 学 校 、 家 庭 及 び地 域 社 会 に
C

おける学習や生活を通して子供が自ら考え主体的に判断し行動するために必要な資質

や能力 として身にっけるものであると考えることが大切である。

3導 入時期、形態

幼、小、中、高校、盲 ・聾 ・養護学校で第一段階として月に一度の土曜 日を休業 日

とす る学校週5日 制を導入することが妥当である。導入時期は周知、準備などか ら92

年度 中が適当である。

まず月に一回の学校週5日 制を実施 し、 その過程 において出された問題点を解決 し

なが ら次の段階へ進むことを検討するべきである。
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Gi)「 新 しい学力観」

上記 の中間まとめは、基本的には前記 自民党小委員会の審議のまとめに沿 ったものである。

その中で特 に注 目すべ き点 といえば、上記引用下線部分中のA、B、Cの 部分における、 い

わゆる 「新 しい学力観」51)の表明である。

この 「新学力観」が、中間まとめに入れ られるに至 った事情 について、以下の報道がある。

①調査研究協力者会議では、根強い学校5日 制への反対論 ・消極論 に直面 して、現職校長

らの委員か ら 「(学校週5日 制の)導 入が必要だと親を説得す る論理を明確 に して ほ しい」

との要望が出 された52)。②文部省幹部 は 「これまでは、社会の週休2日 制機運が先行 して、

学校5日 制論議 はそれに引きず られてきた。 それでは父母 は 『先生の休 みを増やすための制

度』 と思い、納得 を得 るのは難 しい。6日 制 より5日 制の方が教育上、有意義 という理念を

固あなければな らない」 と述べた協)。③ 「協力者会議の委員(の ある人)は 「週休2日 制 が海

外か らの外圧で加速 されたように、私たちの議論 も(文 部省か らの)外 圧に押された」と語 っ

ている。教員の 『週休2日 制」の裏返 しとして 『学校5日 制」の議論を急がねばな らなか っ

たところに、今回の会議 の苦労があった…その結果が今回の 『中間まとめ』 だ。教師の週休

2日 制 という問題 は前面 に出さず、いまの教育が抱える内在的な要因 に5日 制導入 の理 由を

求めようとした。っま り、知識に偏 った 『学力観』 と、学校 に過度に依存 した教育体制であ

る。学力を測るもの さしを、覚え込んだ知識の量か ら、『自 ら考え、主体 的に判断 し行動す

るために身にっけた能力』に置 き換 える。その能力は、学校だけでな く、家庭 と地域社会の

中で こそ養われ る。 そのための5日 制導入 という論理だ」翻)。

このよ うな教育論的理由づ けのもとに、「家庭は、子 どもを育てるうえでの第一義的 な責

任主体 としての 自覚 をも(っ)」 「文部省、地方公共団体及 びPTA団 体な どは、 その ことに

ついての啓発活動を行 う」(前 記 自民党5日 制小委員会の提言)と いう筋 で、 協力者会議中

間 まとめの新能力観 ・新学力観 とそれに向か っての父母 ・国民 の意識啓発が重視 されること

となった。

さらに、「仮 に学校週5日 制が教育的に 『有意義』 の理屈づ けが出来て も 『塾通 い増加」

の歯止 めにはな らないであろう」 とみ られる状況の中では、「とにか く歩 きなが ら考 え、 父

母 の意識を変える しかない」55)ということになる。 こうして、92年9月 か らの学校週5日 制

全国一斉部分導入が実施 され ることとなった。

なお、文部省 は協力者会議中間まとめ発表の日にな って始めて 「学校週5日 制調査研究協

力校の研究状況概要」を公表 した56)。実験校の状況の公表を求 める声が早 くか らあ ったに も

かかわ らず この段階で始めて公表 したことにも、教育界 ・世間一般の批判 ・抵抗を避 けて学

校5日 制導入を急 いだ文部省 の姿勢が現 れていた。

(iii)92年 度学校週5日 制実施へ

92年2月20日 、文部省学校5日 制協力者会議は、関係団体 の 「導入時期 を明確 に」 「土曜
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休業 日は全国統一で」 との要望を入れ92年9月 か ら毎月第2土 曜 日を休業 日とす ることを明

確に した外 は、大要中間 まとめどおりの最終報告書 「社会の変化 に対応 した新 しい学校運営

等の在 り方 について(審 議のまとめ)」 を公表 した57)。

同年3月23日 、文部省 は、協力者会議最終報告書の内容 に沿 って、「学校教育法施行規則

の一部を改正する省令」(文 部省令第4号)を 公布 し、同省令により公立 の幼稚園、小学校、

中学校、高等学校並 びに盲学校、聾学校及 び養護学校 における休業 日に毎月の第2土 曜 日を

加え、その改正 を平成4年9月1日 か ら施行するとした詔)。同時に、文部省は各都道府県教

育委員会、各都道府県知事 などに事務次官通達 「学校教育法施行規則の一部改正について」

(文初小第119号)及 び各都道府県教育委員会宛 に初中局長 ・生涯学習局長連名の通知 「学校

週5日 制の実施にっいて」(文 初小第296号)を 出 した。国立学校 の休業 日にっいて も公立学

校の休業 日に準 じて定あることとした(上 記次官通達)。

このように して、国公立学校における学校週5日 制は全国一斉に部分実施 されることとな

り、 この問題 は好む と好 まざるとにかかわ らず各学校、市町村、都道府県の各 レベルで幼児

児童生徒、父母、教職員 を巻 き込んだ全国民的なもの とな った。

おわ りに

以上、教職員組合の労働時間短縮要求に発 した学校週5日 制が 日本経済の世界経済 との協

調 ・そのための構造調整政策の一環 としての公務員 の完全週休2日 制政策 となり、さらには、

「新 しい学力観」 という 「教育」の論理 を伴 って部分導入されるに至 った経過を明 らか に し

て きた。

学校週5日 制 は、当面月1回 とは言 え、条件未整備の状態で、多数の父母 ・世論の反対 と

不安を残 し、かっ、実験校以外、個々の学校における父母、教職員の議論 もほとんど皆無の

まま、文部省幹部、 自民党文教幹部等 の一部の意思により短期間 に全国一斉画一的に導入 さ

れた。公教育の改革 は衆知 を結集 し大多数 の人々の理解 と協力によって行なわれるべ きであ

る。 この点か らすれば今次学校5日 制導入 は父母 ・世論の同意を得ない専断であり、非民主

的であったとの非難 は免れ得ない。

しか し、完全学校週5日 制 に向か っては、事態はまだ全 くの端緒であり、学校週5日 制導

入 とともに日本の教育 に真の改革を もた らすことがで きるかどうかは、父母 ・生徒 ・教職員 ・

住民その他の人々の今後 の努力にかか っている。

父母および一般の人 々は、学校週5日 制導入を切 っ掛 けにどのように選別主義 ・競争主義、

国家の権力的統制、貧困な学習 ・教育条件、管理主義の教育 ・学習の改善 に関与 してゆ くこ

とがで きるのか。父母、教職員、住民その他 の人 々は、5日 制の進行の中で、主体的に生 き

るのに必要 な個性的創造的な人間性 ・人格を育てるとともに高度 に発展 した社会に必要な知
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識 ・技術 ・技能等を継承 ・伝達す る学習 ・教育 をどのように創造 ・発展 させてゆくべ きなの

か。次の機会 には、学校週5日 制の部分導入の現実の中での条件整備の教育行政 と学習指導

要領 の基準の もとでの 「新 しい学力観」 に基づ く教育 とを批判的に検討 しつっ、 これ らの考

察を行ないたい。

註

1)口 本教職員組合編著 『日教組30年 史』労働

教育 センター1977年 発行、501-502頁 。なお、塚

本裕之日教組教育文化運動部長 「学校5日 制実現

への日教組運動」・日教組学校5日 制研究協力者

会議 ほか編集 『学校5日 制読本」 エイデル研究所

1991年 、110-112頁 、参照。 同氏による と、1971

年の中教審答申による文部省の 「近代 日本第三の

教育改革」方針との対抗の中で、 日教組 もその意

図する教育改革方針を明 らかにすることが必要 と

なり、72年 日教組大会直後、本部 に 「学校5日 制、

週休2日 制研究会」を設置、73年 大会提案となっ

た という。

2)1973年5月2日 。翌3日 付 け 日本経済新 聞ほ

か報道。

3)日 教組前掲書502頁 。 しか し、 その後1974

年、日教組 と文部省の交渉の中で学校5日 制 につ

いては教育課程問題として両者が話 し合 うことが

約束されたという(塚 本前掲書 ・112-113頁)。

なお、1973年 当時、全 日本中学校長会は、 会員

である公立中学校校長を対象に学校5日 制に関す

る調査を行なった。会員の大多数が教員の週休2

日制に賛成であったが、学校週5日 制にはまだ半数

が消極的であったという(89.1.23東 京読売朝刊)。

4)引 用は86.6.17日 経新聞朝刊、同86,9.4朝刊。

他に同日東京読売新聞、86.9,4朝 日新聞朝刊 な

ど。

5)昭 和61年(1986年)11月28日 付け 「内外教

育」 より抜 き書 き・略記。「どれが よいとはいえ

ない」、「分か らない」は省略。

なお同調査は文部省の委託 による。次に若干 の

詳細を示す。

表皿 学校5日 制賛否の階層差(%)

① 「現行どおり6日 制がよい」

小 中 高 幼

全 体 63.9 65.3 62.3 53.9

東 京 区 部 55.6 55.1 49.6 36.8

町 村 67.0 67.1 65.4 57.0

男 性 59.8 61.5 59.7 49.3

女 性 67.6 68.7 64.7 58.0

高 卒 等 66.1 67.8 65.0 54.9

旧高専 。大卒 49.4 49.6 46.1 43.1

以下、被用者

共 働 き 66.0 67.7 66.1 56.5

共働 きでない 54.9 559 54.2 45.4

完全週休2日 55.9 59.0 55.9 47.3

週 休1日 64.6 65.8 64.9 54.5

表IV学 校5日 制賛否の階層差(%)

② 「学校5日 制がよい」(「完全」+「一部」)

小 中 高 幼

全 体

管理・専門・事務職

旧 高 専 ・大 卒

共 働 き 被 用 者

24.8

39.9

44.4

26.0

21.7

37.6

41.3

23.4

22.0

36.9

42.0

22.4

23.8

36.2

39.9

25.3

表V学 校6日 制の賛成理由(%)

儒灘眉騨騒瑠 轡 を)
小 中 高 幼

① 「現在程度の休業日

(年間120日)で 十分だか ら」
45.8 44.8 45.4 33.6

② 「家庭では十分な教育が

で きないか ら」
26.7 3L1 28.4 21.5

③ 「学力の低下が心配だから」 19.7 278 33.8 3.7

④ 「子供 が休 日になった場合の

社会の受 け皿が十分でないか ら」
23.0 24.5 24.3 20.4

⑤ 「社会において週休2日 制が完全

に実施 されているわけでないから」
20.8 2α6 21.5 20.3

⑥ 「塾、予備校、 けいこ事に行 く

のが多 くなるか ら」
17.0 186 14.9 3.9

⑦ 「子供が学校に行った方が

手 がかか らないか ら」
20.0 1ユ.2 6.1 4L3
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表VI完 全学校5日 制の賛成理由(%)

(複 数選択。多い順。⑤位以下略。一部学校5日 制の賛成理由 もほぼ同傾向 ・省略)

小 中 高 幼

① 「子供の 自由時間が増え るか ら」 60.2 604 586 429

② 「親 と子の触れ合 う時間が

増 えるか ら」
60.0 492 37.5 79.0

③ 「子供が自然に触れる
41.7 32.7 2U 41.7

機会が増 えるか ら」

④ 「地域で子供同士の

触れ合いが増えるから」
30.6 26.6 17.0 358

◆今の子供は学校の授業、塾 ・けいこ事などで、

自由時間が少ないと思 うかという質問には、 「少

ないと思 う」と答えた人が57.2%と 過半数を占め、

「少ないとは思わない」は22.5%に とどまった。

◆授業時間数については 「もっと少ない方がよ

い」 とする人は、各学校段階でわずか11-14%で 、

「現在程度」が小、中、高校を通 じて約69-65%

と、現状維持派が断然多い。

◆学校で行われている教育内容の程度について

は、小、中、高校とも50%前 後の人が 「現在程度

でよい」と答え、「もっと易 しい方がよい」は17.4-

26.6%。 「もっと難 しい方がよい」 はわずか2.8-

6.4%だ った。

6)朝 日新聞86年10月22日 朝刊。9月3日 の教

課審総会以後、総理府調査結果の動向が文部省を

通 じて自民党文教関係幹部に伝わ り、9月24日 の

自民党本部の文教部会 ・文教制度調査会合同正副

会長会議に文部事務次官以下の担当者が出向いて

骨格が固まりかけた 「中間まとめ」についての事

前説明をするなどした。

なお、総理府調査では 「先生が楽になり、親が

苦労する、それが世間の反応のようだ」 とまでは

言 えない。又、同調査では、受け皿不充分 は6日

制現状賛成(;学 校週5日 制反対)理 由の4位 、

塾通い増加の見込みは同 じく6位 、社会教育施設

充実 は完全学校5日 制賛成理由の5位 であったこ

とからすれば、「子どもが塾に行けば意味がない」、

「子どもたちに土曜日をどう過 ごさせ るかの対応

ができていない限 り、賛成できない」というのも、

上記世論調査の主たる結果 とは言い難い。さらに、

「家庭では十分 な教育ができない」(調 査で順位2

位の現状賛成理由)と 「家庭が しっか りしなけれ

ば逆効果だ」(自 民党)に もズレがある。

7)以 上の関連部分を抜 き書 きすれば次のとお

り(○ 番号 は引用者)。

「①学校週5日 制の問題は、社会情勢の変化と

の関連を考慮 し、長期的な見通 しのもとに検討す

べき課題である。…週休2日 制の普及、拡大は、

国民生活の在 り方に大きな変化をもたらして きて

お り、学校教育や子どもの生活をこれらの社会の

変化か ら切 り離 して考え ることは適切ではないと

考える。」「学校5日 制にっ いては、 これを導入す

ることによって、②子どもの生活にゆとりが生 じ、

③家庭における親子の触れ合いや④地域社会にお

けるスポーッ活動、文化的な活動、奉仕活動、 自

然に親 しむ活動などを通 して望ましい人間関係を

図ることを助長するという面で意義のあることで

ある。一方、 これを導入すると、⑤学力水準が低

下するのではないか、⑥塾通いに拍車をかけるの

ではないか、あるいは、⑦非行が増加するのでは

ないかなど、 これを危惧する向きもある。また、

一般社会における週休2日 制の普及については国

民の理解が得 られ るとしても、 これを学校に及ぼ

すことについては⑧休業日における子どもの生活

上の配慮が不十分な状況では、理解を得 るのは難

しいのではないかとの意見 もある。/し か し、新

しい教育課程の基準 は、例えば小学校については

昭和67年 度か ら実施 され、その後ある程度長期間

にわたりそれに基づ く教育が行われることになる。

その間における社会状況の変化を推測 し、また、

⑨教員の労働時間の短縮 という社会の趨勢にも対

応するという点 も併せ考えると、臨時教育審議会

において も提言 されている学校5日 制については、

これを導入することの可能性にっいて検討するの

が適当であると考える。」(「/」 は、改行。)

8)日 本経済新聞88年1月21日 朝刊、2月6日

朝刊。「親にその気がなければ土曜日が休みになっ

ても塾通いが増える一方、非行 に走る子供が増え

かねない」事態に対応 し、「(1)夏休 みなどに大型

連休をとる企業が増えるのに伴 い、長期休暇中の

親子の過 ごし方が変わ りつっある②学校5日 制が

導入 された場合の子供の土、 日の過 ごし方につい

て親の側に不安がある:な どに対応す るため」、

要す るに、いわゆる 「受け皿」対策研究のためで
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あるとされた。

9)日 本経済新聞88.7.26朝 刊。 「官庁 の土曜

閉庁が来年(89年)に 見込まれるなど、社会一般

での週休2日 制の普及、拡大が進んでいることに

対応、主として学校週5日 制に した場合に予想 さ

れる問題点の整理や情報交換を行 う」ためとされ

た。

10)5月 、文部省は各都道府県に週休2日 制の

実験校(研 究指定校)を89度 か ら作 ることを予定

した(日 本経済新聞88.5.7朝 刊)。

同88年8月 、文部省は翌春、公立の幼稚園、ノ1＼

中、高校あわせて64校 を実験校に指定 し、学校5

日制導入の効果や問題点を調べる研究を始める方

針を決あた。実験校 は全国8ブ ロックか ら一っず

っモデルとなる都道府県を選び、各8校 ずっ指定

する(研 究指定校は実際には9都 県68校 となった一

北川)、 翌89年1月 に学校5日 制問題を検討する

調査研究協力者会議を設け、実験校での研究の進

め方を検討 し、3年 がかりで実験校で行 う研究成

果を参考にしなが ら学校5日 制導入の是非や時期

について方向を打ち出すなどの計画で、翌89年 度

予算の概算要求 に 「社会の変化に対応 した新 しい

学校運営等に関する研究」の1千 万円を組み込ん

だ(日 本経済新聞88.9.3朝 刊)。

1D朝 日新聞89.8.30朝 刊、同 日日経朝刊。

12)『 週間教育資料』平成2年7月16日 ・No

211、 所載。

調査研究協力校実施要項(抄)

「調査研究協力校の指定

調査研究協力校の委嘱期間 は、平成元年度から

平成3年 度までの3年 間とす る。」

「研究の内容及び方法

調査研究協力校 は、月1～2回 の土曜日を休業

日とす る学校週5日 制を実施す る場合の教育課程

の在 り方、学校運営の在 り方、学校外における幼

児 ・児童 ・生徒の生活環境や生活行動への対応の

在 り方などにっいて研究す る。各調査研究協力校

における研究の内容及 び方法 は、文部省において

別紙に基づ き調査研究協力校と協議の上決定する。」

又、同要項の 「(別紙)調 査研 究協 力校 にお け

る研究の内容及 び方法」では次のように定めてい

る。

「(一)試 行の形態

月に1～2回 の土曜日を休業 日(教 育課程 を実

施 しない日)とすることとし、試行の形態 を次の

いずれかの方法による。

①4週 にっき1回 の土曜 日を休業 日とする。

②4週 にっき2回 の土曜 日を休業 日とする。

(二)授 業時数の取 り扱 い

各教科の年間授業時数(高 等学校 にあ っては、

週当たりの授業時数。以下同じ)は 現行程度を確

保す ることを原則と し、その取扱いは、次のいず

れかの方式又はいくっかを組み合わせた方式によ

る。

①各教科等の年間授業時数は現行どおりとし休

業日となる土曜 日の分の授業時数 は他の曜日に上

乗せす る。

②① と同様の方式 とするが、学校行事や毎週定

期的に実施 している創意を生かした教育活動に充

てている時数を一部充てる。

③指導内容の精選や指導方法の工夫により教育

の質を高めなが ら、各教科等 の年間授業時数を標

準の範囲内で弾力的に運用する。

なお、場合によっては、長期休業 日の短縮の必

要性 にっいても検討する。」

13)前 註資料及び日本経済新聞91.7.6朝 刊。

14)『週間教育 資料」平成2年6月11日 ・No

206。

15)同 前註。

16)経 済運営5力 年計画 〈第二部 重点課題へ

の対応〉

【第一章 豊かさを実感で きる多様な国民生活の

実現】

「(2)労働時間の短縮 と自由時間の充実

我が国の労働時間は欧米に比べて年間200-500

時間長 く、生活の豊かさを実感できない要因の一

っ となっている。労働時間の短縮は、生活のゆと

りを生み出 し、多様性に富んだ創造的な国民生活

の実現や、先進国 としてよりふさわ しい労働条件

の確保、内需の拡大の観点か ら、最 も重要な課題

の一っである。 このため、経済発展の成果を今後

労働時間短縮に もより積極的に振 り向ける。その
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際、労使の自主的努力に加えて、改正労働基準法

の円滑な施行を図るとともに、中小 ・零細企業に

対す る指導 ・援助や企業の枠を超えた労使の取 り

組みの推進などの面で国 も積極的に施策を展開す

る。

労働時間短縮の推進に当たっては、完全週休2

日制の普及を基本に、年次有給休暇の計画的付与 ・

取得の促進、連続休暇の普及等 による休 日の増加

及び所定外労働時間の短縮等に努ある。 また、 フ

レックスタイム制など労働時間の弾力化により労

働時間の短縮を図 る。特に、公務員については、

完全週休2日 制への社会的機運 を高めることに資

するものでもあり、…(以 下本文要約②、③、④

部分となる一引用者)… 」

17)住 友銀行の試算によれば、上記経済5力 年

計画どおり週休2日 制等の労働時間短縮が実現す

れば5兆2千 億円の消費拡大効果があり、実質G

NPを1.3%押 し上げる効果があるといわれ(毎 日

新聞88.6.3朝 刊)、 労働省 の試算 によれば、完

全週休2日 制を実現させ年休20日 間がすべて消化

されれば、8兆3千 億円の内需拡大と79万 人の雇

用創出ができるという(毎 日新聞89.1.30朝 刊)。

18)読 売新聞92.4.13大 阪 ・夕刊の 「学校5日

制実施までの経過」の記事をベースに作成。

19)91年8月7日 人事院勧告資料 ・『内外教育』

91年8月13日 所収。

20)毎 日新聞92.5。2朝 刊。 さらに詳 しくは次

のとおり。

「総労働時間 は…2006時 間で、90年 度に比べ38

時間減少 した。対前年度比減少幅 は90年度の32時

間を上回 り、石油シ ョックの影響を受けた74年 度

(72時間)以 来最大となった。景気減速 などの影

響で特に所定外労働時間の短縮幅が大 きか ったた

め。…経済審議会(首 相の諮 問機関)に よると

『1800時間』は(1>完全週休2日 制(2)年次休暇20日

の取得(3)残業150時 間程度が実現 されれば達成が

可能な数字 という。

総実労働時間の内訳は所定内が1837時 間(前 年

度比22時 間減)、 所定外(残 業)が169時 間(同16

時間減)。 …所定外の減少 は目立 ったが、 所定 内

の減少幅は89年 度(24時 間)、90年 度(29時 間)

をともに下回 った。

業種別 にみ ると運輸 ・通信業が総実労働時間

2153時 間で最 も時短が遅れている。一方、時短が

最 も進んでいるのは残業 して も賃金が支払われな

い 『サービス残業』が問題 になっている金融 ・保

険業で、1800時 間だ った。/企 業規模別では、週

休2日 制の普及 している大企業ほど所定内労働時

間は少 ないが、所定外労働(残 業)が 多 く、反対

に中小企業 は所定外の短縮は進んでいるものの所

定内は長い。…

労働省は今回の調査結果にっいて 『時短が官民

あげての運動になっており、所定外の減少 はコス

ト削減の側面 もある。1900時 間台が目前に来た」

と分析 しているが…(欧 米 との差は大 きい)」

21)90.6.13毎 日新聞朝刊

22)毎 日新聞91,5.30夕 刊及び同91.7.5夕 刊。

なお、前者は、「父母 に慎重意見が根強いのを踏

まえ、5日 制の即完全実施一本ヤ リではなく 『隔

週5日 制をは じめ、多様な取 り組みを進める』 と

幅を持たせた。…5日 制は文部省も世論に目配 り

しなが ら実施 に移 したい政策課題。その意味で同

省 と日教組には基本的に対立点 はな く、手始めの

協議対象 としては 「時流に乗った』材料といえる。」

と解説 している。

23)毎 日91.7.7朝 刊。なお、 これが指 してい

ると考え られる静岡県教組 「「隔週5日 制 の教育

課程」・学校行事の精選」は、註1)前 掲 『学校5

日制読本』162-164頁 。

24)91.9。29東 京読売朝刊

25)91.10.3東 京読売夕刊、91.10.3日 本経済

新聞夕刊

26)90.7.23東 京読売朝刊

27)「 内外教育」91年7月19日 。 この外に次の

内容。▽5日 制が、親子の対話、自治的な集団作

りなど子供の成長に欠かさない ものであることを

踏まえ5日 制の積極的意義にっいて研究、討議を

深ある。▽民主的教育課程の編成、詰め込み教育

をなくすための内容精選、教職員の定数増、社会

教育施設の充実、障害児のための学校外教育の体

制作りなど5日 制実現に向けての条件整備を進め

る。▽教職員の週休2日 制と学校5日 制の関連、
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区別を明確に しなが ら週休2日 制実現を進める。

28)全 教 は実際には同年11月1日 付 けで 「学校

5日 制の実現をめざ して一学校5日 制(第1次)

討議資料」を発行 した。 これは具体的な学校5日

制導入の時期 ・方法には触れていない。

29)91.6.18朝 日新聞朝刊。同連盟は特定政党

を支持 しない教職員団体として84年 に結成、現在

約6万 人。 日教組、全教に次 ぐ規模という。

30)89.1.30東 京読売朝刊。同氏談話の要点 は

外に次のとおり。

② 「学校側でも、 しょいこんでいるしつけなどの

問題を、家庭など…に返す ことに不安 もあ(る)」

③ 「親の立場から、学校5日 制は困るといった声

もあ(る)」 ③子 どもの 「自己教育力を養 うことが

大事」だ④ 「今の学校教育は…肥満体(だ)」 ⑤学

校5日 制のたあの条件は 「スリムで充実 した学校、

家庭の教育力の回復、社会教育の充実、整備の3

つ」、⑥文部省実験校の結果をふ まえてか ら考 え

るべ きだ、⑦す ぐには改善できない、⑧慎重に対

処するべき問題だ。

又、同校長会の調査結果の要点は次のとおり。

◇学校5日 制 の効果について(複 数回答)

①スポーツ、奉仕、芸術の活動を盛んにでき

る48.9%

②親子の触れ合いの助長44。5%

③教員の勤務体制を社会に合わせ られる

43.6%

④教員にゆとりができ研修機会が確保できる

32.0%

◇心配な点(複 数回答)

①塾通いに拍車

②健全育成上の不安

③対応に難しい地域がある

④教育水準低下の心配

52.7%

48.4%

42.3%

7.7%

31)89.1.23東 京読売朝刊における見解。 同氏

の見解要旨は外に次のとおり。③社会教育や家庭

教育を充実することが学校5日 制の前提条件にな

る。④部活に関 して、「とりあえず学校 の施設 ・

設備を活用 してで も課外活動の分は社会教育の指

導者が面倒をみることが考え られ(る)。 それには

社会教育の指導者を充実する必要がある」⑤学校

の役割 と家庭の役割の分担を明確にしてはどうか。

⑥ 「(中学では)生 徒 と学級担任 との間 には 目に

見えない心理的なっながりがある」ので 「学校週

5日 制 と教員の週休2日 制を…同時にやるのがい

い。」、等。

32)91.5.29日 本経済新聞本紙朝刊。 同調査の

要点は外に次のとお り。③土曜日に行 っている授

業の取 り扱 い(授 業時間数を現行のままで実施す

る場合):「 土曜日の授業を月一金曜 日に割 り振

る」34.8%、 「年間標準授業時間数や一単位時間

を弾力的に解釈す る」29.0%、 「学校行事 などを

削減する」26.2%。 ④教育内容や授業時間数の削

減について:「 学習指導要領の改定だけでなく、

教科などの種類、数を含めた制度上の抜本的な改

革が必要」57.5%。 ⑤土曜休 日の場合の生徒の非

行化対策について:「 スポーックラブなど社会教

育団体の整備が必要」又は 「生徒が家族 とともに

過 ごせるよう啓発が必要」6割 強。

33)89.2.6読 売新聞朝刊(東 京版)。 さらに

次のとお り。④ 「時間は月曜から金曜までの各6

時間だけにして内容を精選(す る)」 というのは

「この受験時代に…不安が大 きいのではないか」。

⑤段階的な移行が必要にな りそうだ。⑥ 「通信制

はあまり問題ないで しょうが、定時制ではウイー

クデーの授業を深夜まで延ばすのは難 しい。全日

制で も、…実習をどうす るか、(な ど)…問題にな

る」。⑦ 「高校生 なら自分の行動 は自分で判 断、

計画 し、…社会的な活動にも積極的に参加 してほ

しい」。⑧ 「受験戦争の過熱を防 ぐには…受験制

度の改善が必要である。」

34)内 外教育91.12.6。(1)～(3)の 和 が100%を

超えているが、記事のまま。

35)東 京読売新聞89.2.27朝 刊。○番号 は、北

川による。

36)次 の資料 には反対 ・不安が過半数ないし多

数を示す諸調査の結果が示されている。 【新聞社

全国調査】①90.4.24毎 日新聞朝刊②91,3.7日

本経済新聞夕刊③91.6.21毎 日新 聞朝刊④91.7,

10東京読売夕刊。 【各種地域調査】⑤伊丹市P連

92.1.14朝 日新聞朝刊兵庫版⑥石川県教 委学校5

日制検討委92.1.23日 本経済新聞夕刊⑦奈良県P
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TA協 議会92,1.24朝 日新聞朝刊⑧大阪府P連 の

役員へのアンケー ト92.2.9大 阪読売朝刊⑨福岡

県教委調査92年3月19日 共同通信⑩公明党千葉県

本部の調査92.3.3朝 日新聞朝刊千葉版⑪小学館

の 「小学1年 生」編集部調査92,3.13朝 日新聞朝

刊⑫兵庫 ・氷上郡教委92.3.19朝 日新聞朝刊兵庫

版⑬松戸市教委の調査92.5.15朝 日朝刊千葉版⑭

栃木銀行調査92.6,14日 本経済新聞地方面

37)2月22-23日 実施。92.3.14東 京読売朝刊

38)3月28-29日 実施。沖縄 タイムス92.4.20

朝刊

39)91.8.6東 京読売夕刊

40)91.9.25東 京読売夕刊

41)全 文は 「内外教育」91年10月15日 。要旨は

91.10.10東 京読売朝刊。

本文に要旨をあげた部分に続 く部分の要旨は以

下のとお り。

④条件整備 として、第一に、学校 は、 「教育水

準の維持を図る必要がある。」「その際、指導内容

の精選や指導方法の工夫により子 どもの学習負担

を増加させないよう配慮する」。「休業 日となる土

曜 日には、子どもは家庭や地域社会において主体

的に生活することを基本 とするが、それが困難な

子どもに対 して、…当面、…ボランティアの活用

などによりスポーッや文化活動を行 うよう配慮す

る」。第二に、「家庭は…基本的生活習慣や生活技

能をしっか り身 にっけさせるとともに、子 どもが

生きがいを もって生活できるような子育てにあた

る」。第三に、地域社会において は、「青少年団体、

PTA団 体及 び地域団体の育成 ・振興を図るとと

もに、 これらの団体が相互に協力 して、子どもの

活動を促進する必要がある」。⑤関係者に次 の諸

点を要望する。(1)文部省は、今後 とも実験学校を

設 けるなど実践的な研究を進める。② 「家庭 は、

子 どもを育てるうえでの第一義的な責任主体 とし

ての自覚を も(っ)」 「文部省、地方公共団体及 び

PTA団 体などは、そのことにっいての啓発活動

を行 う」(3)学校や教育委員会及 びPTA団 体は、

子どもが諸活動に参加するよう指導 し、ボランティ

アの人材データバ ンクの育成などによる地域の古

老などの幅広い人材活用を推進す る(4)企業 は、

「親を家庭 に返すという観点に立 った人事管理、

労務管理をする」㈲教員は、国民の教員に対する

大きな期待にこたえるよう留意する。(6>私立学校

で も、学校週5日 制の実施に取 り組む。(7)「文部

省、教育委員会及び学校は、学習塾関係者や保護

者に対 して…学校週5日 制(が)… 即学習塾通いに

っながらないよう、理解 と自粛を求め る」。 学習

塾関係者 は、「学校5日 制の実施 に配慮 した取 り

組みを行 う」。⑥本委員会は、今後必要 に応 じ各

関係部会と協議する。

42)91.10.2毎 日新聞夕刊

43)一 般職給与休 日法、地方 自治法、裁判所休

日法、国会休 日法の各改正案が、3月27日 の参議

院本会議で全会一致で可決され、成立 した。 この

改正で、国、地方の公務員のほか裁判所、国会の

職員にも完全週休2日 制が適用される。国の行政

期間では出入国管理や航空管制業務、美術館など

の公共施設を除いて原則 として土曜 日は休みにな

る。(92.03.28朝 日新聞朝刊)

44)87.10.23日 本経済新聞夕刊お よび91.12.27

毎日新聞夕刊、参照。

45)91.12.20朝 日新聞朝刊

46)91年8月13日 『内外教育』所収。

表VIIは調査結果の最 も重要な部分である。 この表

で本来重視すべきことは、第1に 、実験開始前と

後 とでは、問1→ 問2で ④ 「学校週5日 制に反対」

が、例えば中学校で14.3→19.9%と 、いずれの校

種においても増えていることである。第2に 、問

2で ③ 「条件が整えば賛成」 というのは選択肢①

でも②でもないという意味では現状では反対とい

うことであ り、③、④を合わせれば学校週5日 制

への反対 は半数内外であり、高校以外のいずれの

校種においても①、②の和(学 校5日 制に賛成)

を上回っていることである。 しかもこれは選ばれ

た研究指定校においてのことである。ところが文

部省 は敢えて問1の ③ と④ との和の欄を作 り、 こ

れと問2の ④ とを比較 して学校週5日 制への反対

が激減 したかのように見えるように仕向けた。又、

実験開始後1年 たった時点で 「学校週5日 制を始

ある前の学校週5日 制にっいての考え方」を尋ね

てそれとその時点での学校週5日 制に対する考え
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方 とを比較するというのも客観性に乏 しい比較で

ある。 このようなところに何がなんで も学校5日

制導入を急いだ文部省の作意が見 られる。

表冊 調査研究協力校の保護者に対するアンケート調査結果

(鷺 難霧潴島星徒旛 薯汐罐1諾拗
(問1)学 校 週5日 制の研究を始ある前の学校週5日 制

についての考え方

① 学校週5日 制に賛成

② 学校週5日 制にどちらかというと賛成

③ 学校週5日 制にどちらかというと反対

④ 学校週5日 制に反対

⑤ わからない

(問2)学 校週5日 制の研究を1年 間行った後の学校週

5日 制についての考え方

① 毎週土曜日を休みとする学校週5日 制 に賛

成

② 月に1～2回 の土曜 日を休みとする学校週

5日 制に賛成

③ 条件が整えば、学校週5日 制に賛成

④ 学校週5日 制に反対

⑤ わからない

問1 問2

① ② ③ ④ ⑤ ① ② ③ ④ ⑤

計
158 25.0 37.2 14ユ 76 130 35.0 30.7 18.5 2.4

40.8 513 7.6 480 307 18.5 2.4

幼 稚 園
1卿5の 4ql[la610.5 94137231.4 178 35
35β 35.7 10.5 46.6 31.4 178 3.5

小 学 校
12β[226 4α9睡 7.1 9613臥0 32.9 19.7 2.0

354 56.7 71 44.6 32.9 19.7 2.0

中 学 校
152[23β 399[1437.3 1じ・135.7 32.3 199 2.1
38.5 54.2 7.3 45.7 32.3 199 21

高 等学校
23石[3α6 296tg・ 7.1 227[34.227.3 139 1.8
54.2 38.6 7.1 56.9 27β 13.9 1.8

特殊 教育
諸 学 校

14.7[224317[24。1 7.1 133[31β 24.9 25.5 5.0

37.1 55.8 71 44.6 24.9 25.5 5.0

47)東 京読売朝刊91。10.10。東京読売91.10.3朝

刊 も同旨。

48)朝 日新聞91.8.22夕 刊

49)日 本PTA全 国協議会教育問題委員会 「学

校週5日 制 ・学校外活動などの討議促進について」、

平成3年11月 兵庫県PTA協 議会冊子 「学校週5

日制討議のためのQ&A」5・6頁 。(ii)の2っ

の問題に応 えているのは、続 く次の部分(丸 番号

は、北川)。

③ 「学校外活動 とは、子 どもが…家庭や地域の

中で、自由に自発的に行なう生活に結びついた体

験的活動である。PTAを 中心とする地域の人た

ちこそ、 このような新 しい教育活動を支え、推進

す る当事者に他ならない。」

④ 「子どもたちが自然や勤労 を体験 したり、異

年齢の人たちとの交流を通 して、基礎的な生活習

慣や人間の関係を体得する 『体験活動」の機会や

場を、家庭や地域の中に意図的計画的に増や して

いく営み こそ、いま何よりも必要 なのである。 ま

たそのことにより、学校教育が本来の姿をとり戻

し、同時に家庭や地域 も、期待 される教育力を回

復 していくのである。」

50)全 文は 「内外教育』91年12月20日 号、所収。

番号は原文に応 じている。他に次の要旨の内容を

含む。(下 線部 は原文のまま。)

1(1>5日 制の問題は、激 しい社会の変化 に対応

して主体的に生 きていく資質、能力を育成する必

要に応え、知識の伝達に偏り、画一的、硬直的な

学校教育の傾向、遊び、 自然体験、社会体験、生

活体験σ)減少、学校教育への過度の依存、受験競

争過熱 ・過度の学習塾通いの現状を改め、学校、

家庭及び地域社会の教育全体の在 り方を見直す中

でとらえるべき課題である。

1(3)家庭や地域社会での生活時間の比重を高め

る必要があり、そのためには学校5日 制を導入 し、

これを活用することが有効である。

調査研究協力校での状況や、家庭、地域の受け

入れ体制の現状、国民世論の動向などを総合的に

勘案するとき、学校週5日 制を円滑に定着させる

たあには、それを段階的に導入することが適当で

ある。

これを進めるに当たっては、広 く国民の理解 と

協力を得ることが大切である。

2(1)(本 文引用部分の続き)

学習負担にっ いては基礎 ・基本のための授業時

間数の確保と子供の学習 リズム、集中力、持続力

保持との調和を図る必要がある。

②学校は、開かれた学校づ くりを目指す必要

がある。休業の土曜日には子供は家庭や地域社会

で主体的に生活することを基本とするが、それが

困難な子供には、学校は当面、必要に応 じて適切

な対応をすることも大切である。

③家庭や地域社会 における子供の生活の望 ま
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1992年 学校週5日 制導入に至 る経過

しい変化を目指 して広 く国民の理解を深あ、協力

を得 るため、教育委員会、各学校 は家庭や地域社

会と連携を一層強化 し、子供の学校外活動の活性

化に努める。

4実 施に当たっての学校、教育委員会の留意

事項

(1)教育課程上の対応

ア、教育水準の維持に努ある イ、授業時闇数

の運用は各学校種別 に応 じ適切に工夫 ウ、教材

の精選、体験的学習や問題解決的な学習の重視、

学校行事の精選 などによる指導内容の改善が必要

工、個に応 じた指導や学習の遅れがちな子供へ

の補充指導など工夫を進める

②学校運営上の対応

ア、各学校、教育委員会は教育課程上の対応に

とどまらず、学校運営全般にわたり適切な対応が

必要 イ、家庭や地域社会の要望などの考慮、教

師の意識改革や発想 の転換など、地域、学校の実

態 に応 じて開かれた学校づ くりが必要 ウ、子供

に自由時間の過 ごし方にっいて 日ごろか ら考えさ

せることが大切 工、教師の研修や教材研究の充

実を図る オ、親や社会へ積極的に働 きかける

カ、土曜 日に保護者が家庭にいない子供などに対

し、学校において、必要に応 じて遊び、スポーッ、

文化活動などを実施するなど適切に対応、障害児

の地域活動や交流などへの配慮 も必要 キ、休業

日の土曜 日は教師は休みとするのを原則 とするの

が適当だが、当面、遊 び、スポーツ、文化活動な

どを行 う場合には教師 も適切に対応することが必

要

5関 連事項

関係者に次のことを要望する。

入間形成の基礎を培 う基本的な場である家庭の

教育充実が必要。文部省、教育委員会などは親の

理解 と協力を求めることが大切。企業にも親 を家

庭に返すという観点にたって、人事管理や労務管

理などへの配慮を要望する。

学校外活動の充実が大切。青少年団体等の地域

活動の振興、社会教育施設の充実や活動の活性化、

家庭や地域社会の支援や参加を要望。地方公共団

体や教育委員会 は特に障害児について適切 な対応

が必要。

私立学校 も趣 旨を踏まえ、学校週5日 制実施 に

取 り組むことが必要。

学習塾関係者の趣旨に配慮 した取 り組みを期待。

文部省、教育委員会などは、学習塾関係者や親 に

対 し、導入が過度の塾通いにつなが らないよう理

解と自粛をもとめることも大切である。

導入で非行などの問題行動を誘発 しないよう、

家庭、地域社会をは じめ、学校、教育委員会の関

係者は健全育成の一層の努力が必要。

51)こ の新学力観をいっそう明解 に説 いている

ものの一っ と して千葉大学教授 ・坂本昇一氏が

「学力観変革と学校5日 制」 と題 して92年2月9

日の東京読売新聞へ寄稿 した一文がある。坂本氏

は、学校5日 制協力者会議とタイ ・アップ して学

校5日 制導入の 「受け皿づ くり」に腐心 したもう

一っの文部省協力者会議 「青少年の学校外活動に

関する調査研究協力者会議」の座長である。次 に

その要点を示す。

① 「社会の変化に主体的に対応 して、心豊かに

た くましく生きることのできる資質や能力を現在

の子どもたちに育てなければな らない。それは、

これまでの知識や技能を共通 に身にっけることを

重視 した教育か ら、子どもが自ら考え主体的に判

断 し行動できる資質や能力を育てることを重視す

る教育へ と、学校教育の基調を変えることである。」

② 「子 どもたちが このような能力を身にっけて

い くたあには、系統的、計画的、抽象的な学習

一 いわゆる知識や技能の習得を中心 とした学習

と、総合的、偶発的、具体的な活動一 たとえば、

年齢の異なる仲間たちとの遊びや各種の体験活動

という二っのアプローチがバ ランスよく子 どもに

存在することが必要である。現実には、 このバ ラ

ンスはくずれている。」「わが国の子 ど もには、

無気力傾向、積極的な意欲や判断力という面で、

世界各国の子 どもにくらべて非常に顕著なマイナ

スという実態が指摘されている。」

③ 「将来の見通 しと現在 の実態か ら、学校5日

制は新学力観 とのかかわりで出来 るだけ早 く実施

されるのが望ま しい。学校へ登校する日数が少 な

くなるか ら、 日常の学習における指導内容や方法
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を改善、工夫するというのでな くて、新 しい学力

を育成するという観点か らそれらがなされなけれ

ばならない。また、土曜日が休 日になるため、学

校行事等が少な くなるとの意見 もあるが、学校行

事のね らいのいくっかは、先に述べたアプローチ

を休 日に家庭や地域で行 うことで達成されうる。」

④ 「休みになった二日間を子どもたちはどのよ

うに過 ごすか…。 これにっいての基本的な考え方

は、週休2日 の生活で、子 どもが総合的、偶発的、

具体的な活動をそれぞれユニークに体験すること

といえる。…週休2日 というのは"休 み"と いう

ことであ って、…ある種の活動を画一的に強いる

というものではない。」

52)朝 日新聞91.10.2夕 刊

53)毎 日新聞90.10.3朝 刊社会部 ・玉木研二記

者。

54)朝 日新聞91,12.20朝 刊解説、小西淳一記者 ・

横井正彦記者。

55)毎 日新聞 ・玉木記者前記註53)の 解説の続

き。

56)全 文は 『内外教育』91年12月20日 号。 この

報告書によって も、例えば、「一部 には暇を もて

あましたり、生活が不規則になったりして主体的

に生活で きない子 どももいる」「中学校で は、 土

曜 日の授業時数をゆとりの時間に振 り替えたため

諸活動が実施 しにくい」「高等学校で は、7時 間

授業の場合生徒の集中力の低下や…特別活動の時

間の確保などの課題の指摘がある」「中学校では、

…休業 日に保護者のいない生徒
、主体的に生活設

計が出来 ない生徒への指導が難 しい」等、学校5

日制実施 に伴 う多 くの問題 ・課題があることが指

摘されている。

57)「 内外教育」92年2月25日 号に全文収録。

58)学 校教育法施行規則第47条 第1項 への新第

3号 挿入により本文記述のように学校の休業 日に

「毎月の第2土 曜 日」を加え、同規則 第72条 の6

を修正 し高等専門学校へのこの規定の準用を除外

した。

1992年9月21日
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